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Abstract
ThispaperanalysesthecharacteristicsofthelabormarketofEastMikawa
districtusingShokugi/o/1η`eごノVenpou(Annual・ReportoηEmploT/mentReferアαJs/
andEconomicCensusforBusinessFrame.According[oAnnualReporton
EmploymentReferrals,wecanfindasmalldistancebetweenresidenceandwork
placeinEastMikawadistrict.Thepeopletendtolookforandfindajobwithin
thedistrict.Combiningthetwostatistics,wecananalyzethematchingbetween
vacancyandunemployedpersonbyindustryinthelabormarketofthedistrict.
は じめ に
地域労働市場 をどう活性化するか という問題は全国各地で検討されている
問題である。三位一体の改革によって地域間所得移転は縮小され,地 域経済
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が自立することが一層求められている。2011年3月ll日の東日本大震災で
は,製造業が集積 している東北地方の存在感を思わぬ形で再認識させたが,
同時に,地方が リスクを負う形で都市の電力需要を支えるという電力供給構
造,厳然 と存在 し続ける地域間経済格差,少 子高齢化が進んだ過疎地域の現
実を非情な形で露呈することになった。大震災からの復興,原 子力発電をめ
ぐる問題に追われて見失いがちであるが,地域労働市場を活性化させること
は地域経済が自立することにより達成すべき課題であり,解決に向けて模索
を続けなければならない。
経済的に好調 と言われた愛知県は,「いざなぎ越え」と評された緩やかな景
気拡大局面において,新 規学卒者を除きパートタイムを含む有効求人倍率で
2007年度に1.91倍という驚異的な値を記録 した。その後,日 本経済全体の
傾向に沿うように愛知県 もまた景気後退局面に転 じていたが,2008年9月の
リーマン・ショックに伴 う負の影響は特に大きく,先述の有効求人倍率は2008
年度に1.27倍,2009年度には0.51倍と大きく落ち込むことになった。2011年
度は東日本大震災に伴 う トヨタ自動車の操業停止の影響 もあったが,愛 知県
の経済は強力な産業集積を生かして早期に回復することが期待 されている。
新たな局面を迎え成長軌道を目指す愛知県は,全国的に見れば産業集積 も
人口集中も進んでいて前途は明るいようにも見える。 しか し,愛知県は全域
を通じて産業集積 と人口集中が進んでいるわけではなく,愛知県内には地域
内格差 とも呼ぶ ことができる経済格差が存在 している。特に最近では名古屋
市への一極集中現象が見られるようになり,三重県四日市市や岐阜県岐阜市
とともに,岡 崎市や豊橋市から百貨店が撤退するな ど,中核都市の相対的地
位の低下が見 られるようになってきた。さらに奥三河地域はすでに過疎地域
として経済的な支援が必要とされており,中核都市の地位低下を通じて波及
的に苦境に立たされる状況が進行 している。
愛知県は尾張,西 三河,東 三河 と特徴の異なる3地域から構成 されている
が,東三河地域はその中で最も人口規模が小さく,中核都市である豊橋市の
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相対的地位 も低下傾向にあるため,東 三河地域の経済力その ものに陰りが見
え始めているようにも思われる。本稿では東三河地域の労働市場の現状を検
討することにより,今後必要となる施策の方向についても検討を進めたい。
興味深いのは,愛 知県内においては東三河地域 に限 り,「職業安定年報」
で用いられるハローワークの管轄地域 と 「経済セ ンサス」で用いられる県内
地域 ブロックの区分けがちょうど一致 しているという事実である。 この特性
を活用 して,「職業安定年報」 と 「経済センサス」のデータを組み合わせる
ことにより,東三河地域の労働市場における求人と求職のマッチングの状況
を見 ることが本稿の大きな特徴 となっている。 また,「職業安定年報」の時
系列データを収集する中で,過 去数年間のデータに誤 りがあることを発見し
愛知労働局に報告できたことも研究 上の貢献 となっている。
1.東三河地域の労働市場
ここでは,「職業安定年報」の求人 ・求職 ・紹介 ・就職(充 足)と いうジョ
ブサーチに関するフローデータを用いて,東 三河地域の労働市場の特徴を見
ることにしよう。
東三河地域では,2003年以降の 「平成の大合併」によ り市町村合併が進
んだ。合併前後の比較をする上での便宜も考えて,東 三河のハ ローワーク
(公共職業安定所)の 管轄地域をまとめておきたい。ハ ローワーク豊橋の管
轄地域(以 下では豊橋地域)は,豊 橋市および田原市(旧 渥美郡田原町 ・赤
羽根町 ・渥美町)。ハ ローワーク豊川(2007年度以降は蒲郡出張所 を含む)
の管轄地域(以 下では豊川地域)は,豊 川市(旧 宝飯郡一宮町 ・音羽町 ・御
津町 ・小坂井町を編入)お よび蒲郡市。ハローワーク新城の管轄地域(以 下
では新城北設楽地域)は,新 城市(旧 南設楽郡鳳来町 ・作手村 とともに新設
合併),北設楽郡東栄町,同 郡設楽町(旧 津具村とともに新設合併),同郡豊
根村(旧 富山村を編入)で ある。
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図1は,ハ ローワー ク管轄地域別に有効求人倍率(年 度平均,原 数値)の
推移を示 している。ただ し,「新規学卒者及びパー トタイムを除 く」データ
であるため,求人 ・求職 ともに正規労働が中心となっていることに注意を要
する(D。基本的な トレンドは各地域で共通 しており,1995～1997年度に
比較的安定 していた有効求人倍率は,1998～2002年度に極 めて低調な推
移を見せることになる。2003年度以降,低 調であった有効求人倍率は急速
に改善し,2007年度には愛知県平均で2.0倍,豊橋地域で1.5倍に迫る勢い
で驚異的な雇用回復が見 られた。2007年度以降は急激な低下が見られるよ
うにな り,2009年度では愛知県全体で0.44倍,豊橋,豊 川,新 城の各地域
はそれぞれ0.30倍,0.28倍,0.35倍の水準まで落ち込んでいる。
東三河地域の有効求人倍率は,愛 知県平均 と比較 して常に低いことが分か
る。全国的に見て トップレベルの労働需要地域である尾張 ・西三河地域 と比
較 してしまうと,一段低調な労働市場となってしまう面は否めない。 トレン
図1有 効求人倍率の推移(新規学卒者及びパートタイムを除く)
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ド的には愛知県平均の動 きにそのまま沿 うような動きを見せつつ,1990年
代後半では県平均 を超えて推移 していた豊橋および新城北設楽地域である
が,1990年代末には県平均を下回るようになる。
ハ ローワー ク管轄地域別に見た場合,豊 橋地域の有効求人倍率が最 も高
く,以下高い順に豊川,新 城,蒲 郡(2006年まで)と 続 く。2003年以降,
各地域の有効求人倍率は上昇していくが,新城北設楽地域の上昇幅は他地域
よりも低い。景気回復局面において,中 山間地域に該当する新城北設楽地域
は雇用創出が低調で,十 分な景気回復は見 られなかった。
図2は,ハ ローワーク管轄地域別に有効求人倍率(年 度平均,原 数値)の
推移について,「新規学卒者を除きパー トタイムを含む」データを用いたも
のを示 している。図1とは異なり,求人 ・求職 ともに正規労働 と非正規労働
を含んでいることに注意を要する。図1と同様に基本的な トレンドは各地域
図2有 効求人倍率の推移(新規学卒者を除きパートタイムを含む)
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で共通 しているが,水 準その ものが全体的に高 くなっている。1995年度か
ら2003年度にかけて,豊 橋地域の有効求人倍率が県平均の値 を超えて推移
している。図1と比較することにより,豊橋地域では正規雇用に限定すれば
県平均 と同様の水準であったが,非 正規雇用を含めた労働市場全体で見れば
活発な労働市場であったことを示 している。
好調 な経済状況 を反映 して,2003～2007年度は東三河のすべての地
域において高い有効 求人倍率 を維持 している。特に新城地域 においては,
2003～2007年度に正規雇用に限定 した有効求人倍率は徐々に回復基調に
あったのに対して,非 正規雇用を含めた全体の有効求人倍率は逆に低下傾向
にあった。好調な経済状況を反映 して,非正規雇用を中心 とした求人が徐々
に正規雇用の求人に置 き換わったことを示している。2007年度以降は急激
な低下が見 られ,2009年度には愛知県平均で0.51倍,豊橋,豊 川,新 城の
各地域はそれぞれ0.40倍,0.34倍,0.37倍まで落ち込むことになった。
愛知労働局の 「職業安定年報」を用いて,就 職が管轄地域内(管 内),管
轄地域外(管 外),県外のいずれに決定 したのかという点についてみること
ができる。図3は,就 職件数のうち就職が管轄地域内(管 内)に 決定された
割合について,ハ ローワーク別に長期時系列データを見たものである(2)。就
職先の管内および管外に関するデータを長期にわた り確保できるのは,「新
規学卒者及びパー トタイムを除 く」データに限られている。したがって,有
効求人倍率の推移 との比較をする際には図1を用いる必要があり,就職者は
正規労働者 として就労する点にも注意を要する。
愛知県全体のみならず,東 三河地域すべてのハローワークにおいて,就職
の管内決定率が低下傾向にある。管内決定率の低下は,交通網の発達や仕事
の多様化 ・専門化に伴い,自分に合う仕事を求めて積極的に地域外に進出し
ている傾向を示 していると考えられる。交通網の発達により労働移動が活発
化する現象は 「ス トロー現象」と呼ばれる。豊橋地域においてはJR,新幹線,
名鉄の間で繰 り広げられる運賃競争により,豊橋名古屋間の運賃が抑えられ
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図3就 職管内決定率の推移(新規学卒者及びパートタイムを除く)
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ているが,こ れが遠距離通勤を助けて通勤圏の拡大につながっている。
仕事はますます多様化 ・専門化しているため,専 門的な知識 ・技能を活用
できる仕事 を求めて遠距離も辞さず通勤 していることも考えられる。昨今に
おいては専門職(プ ロフェッショナル)志向が強まっているため,地域間 ミス
マッチはますます拡大していくもの と考えている。相対的に減少傾向にある正
規雇用を選好 して,他地域にまで進出して正規雇用を求めた可能性 もある。
東三河地域のすべてのハローワークにおいて,管 内決定率が県平均をほぼ
上回っており,東三河地域の住民は地域内で求職 し地域 内で就職する傾向が
強いことが分かる。前回の分析においても東三河地域の 「職住接近」が指摘
されていたが,今 回のデータを用いることで改めて 「職住接近」が確認でき
た。豊橋地域 は管内決定率が際立って高 く,地域内で求職 ・就職する自己
完結型 となっている点が大きな特徴 となっている。かつては80%を超えた
管内決定率も,2000年以降は他地域と同様に低下傾向にあり,2009年には
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70%を割 り込んだ。
新城北設楽地域 も管 内決定率が比較的高 く,一一時的に約50%まで落ち
込んだこともあったが,最 近では60%近くまで回復 している。豊川地域は
1999年に管内決定率が大 きく上昇 したが,そ の後 は徐々に低下 し最近では
約50%まで低下 している。蒲郡地域(2006年まで)は 管内決定率が比較的
低 く,低下傾向に歯止めがかからなかった。東三河地域における管内決定率
の低下の背景 として,西三河 ・尾張地域を中心 として旺盛な労働需要があり,
これらの地域へ進出していった可能性 も考えられる。
図4は,就 職件数の うち就職が管轄地域内(管 内)に 決定された割合につ
いて,「新規学卒者を除きパー トタイムを含む」データを用いて計算 したも
のである。公表されているデータは2004年度以降に限 られているため,長
期時系列は確保で きない。図3と比較すると全体 として水準が5%程度上昇
することになるが,ト レン ドや相対的な高さの違いは図3と大きく変わらな
い。非正規雇用 を含めて比較してみても,東三河地域の管内就職率は県平均
よりも高いことが分かる。
図4就 職管内決定率の推移(新規学卒者を除きパー トタイムを含む)
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図5は,就 職件数の うち就職が県外に決定 された割合 にっいて,ハ ロー
ワーク別に長期時系列データを見たものである。図3と同様,長 期にわたり
確保できる 「新規学卒者及びパー トタイムを除 く」データに基づ く分析であ
るため,就職者は正規労働者 として雇われることに注意を要する。
東三河地域の就職県外決定率は,県平均の動 きと同様に,す べて上昇する
傾向にあることが分かる。図3の解釈で検討 したように,移動費用の低廉化
や仕事の多様化 ・専門化の影響で,県 をまたいで就職を決定する傾向が強く
なっていることが考え られる。近年を除けば,愛 知県は全国的に労働需要が
旺盛な地域であったため,県外決定率の上昇が労働需要の不足によるものと
は考えにくい。
豊橋地域の就職県外決定率は県平均を上回る傾向があったが,最 近では少
し県平均を下回る傾向 となっている。その一方で,豊橋以外の東三河地域の
就職県外決定率は常に県平均を下回っている。 このデータか らも東三河地域
図5就 職県外決定率の推移(新規学卒者及びパートタイムを除く)
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の 「職住接近」が確かめられ,東三河地域の住民は地域内で求職 し地域内で
就職する傾向が強いことが分かる。比較的低位で推移 していた新城北設楽地
域の県外決定率は,最近上昇傾向にあることから,慢性的な労働需要不足の
影響が懸念 される。
図6は,就 職件数のうち就職が県外に決定 された割合について,「新規学
卒者を除きパートタイムを含む」データを用いて,ハローワーク別に長期時系
列データを見たものである。図5とは異なり,就職者は正規労働者だけでな
く非正規労働者を含んでいる。図5と比較す ると,全体的な水準が1%ポイ
ント程度抑えられる形 となっているが,ト レン ドや相対的な大小関係は図5
と大 きく変わらない。
図6就 職 県 外 決 定 率 の推 移(新 規 学 卒 者 を 除 き パ ー トタ イム を含 む)
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資 料:愛 知 労 働 局 「職 業 安 定 年 報 」 よ り作成
2.求 人 と求職 の産業 別マ ッチ ング
東三河地域の労働市場における求人 と求職の産業別マッチングの状況に
ついて考察を試みたい。愛知労働局の 「職業安定年報」からハローワーク
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別,産 業別に新規求人数 と充足数を得 ることがで きる。総務省統計局の 「平
成21年経済センサスー基礎調査」からは,県 内地域ブロックごとに産業別
の事業所数や就業者数のデータを得ることがで きる。「経済センサス」は,
2009(平成21)年に新 しく始まった事業所 ・企業に関する包括的な大規模
調査(全 数調査)で,従 来の 「事業所 ・企業調査」をさらに精緻化したもの
である(3)。
興味深いのは,愛 知県内においては東三河地域 に限 り,「職業安定年報」
で用いられるハローワークの管轄地域と 「経済セ ンサス」で用いられる県内
地域ブロックの区分けがちょうど一致しているとい う事実である(4)。この特
性を活用 して,「職業安定年報」 と 「経済センサス」のデータを組み合わせ
ることで,東 三河地域の労働市場の求人と求職のマッチングの状況を見るこ
とにしたい。
「職業安定年報」を用いて,ハ ローワーク別に,産 業大分類(製 造業では
中分類のすべて,情報通信業,医 療,福祉,サ ー ビス業(他 に分類されない
もの)で は中分類の一部を再掲)ご とに新規求人数 と充足数の値を得ること
にする。ただし,新規学卒者を除きパー トタイムを含むデータであることに
注意を要する。充足数を新規求人数で割ることによ り,「充足率」を求める⑤。
「経済センサス」を用いて,産 業大分類(詳 細は 「職業安定年報」 と同じ)
ごとに,事 業所数および従業者数を得る。「経済セ ンサス」で得た従業者数
に対して,「職業安定年報」で得た新規求人数の比率 を計算 し,「求人比率」
と呼ぶことにする。現在雇っている従業員の規模に対 して,「新規学卒者を
除きパー トタイムを含む」求人がどれ くらい出されたのかを示す値となって
いる。正規あるいは非正規を間わず,産業 ごとにどれ くらい活発に求人を出
しているのかを見ることができる。
図7は豊橋地区について,以 上で定義した求人比率 と充足率を産業別に計
算し,散布図として描いたものである。本稿の最後 に示 した表4が,こ の図
の元になったデータの一覧を示 している。豊橋地区については,全産業で見
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図7求 人比率および充足率の散布図(豊 橋地区,2009(平成21)年度)
資料:愛 知労働局 「職業安定年報」,総務省統計局 「平成21年経済センサスー基
礎調査」より作成。+は 全産業平均,大 きい ドットは製造業平均を表す。
た求人比率は8.9%,充足率は31.6%であ り,この産業別の平均値は図7に
おいて+記 号で表されている。また,製造業の平均は大きい ドットで示され
ていて,求 人比率 は5.5%,充足率は45.4%となっている。求人比率と充足
率の間には負の相関があることが分かる。
求人比率と充足率の負の相関にっいて,Pissarides(2000)のサーチ理論
的な枠組みか ら理論的に計算 してみよう。求職者数(失業者数)をU,求 人
数をV,求職者 と求人がマッチした数をMと する。この変数の関係について,
一次同次性を満たすマッチング関数M=m(U,V)で表すことができると想
定する。一次同次性 を用いて,マ ッチング関数を変形して
V-m1Vl-m1LIL1-mlv1
を得る。 ここで,ルT/vは充足率を表す。Lは労働者数であり,u,vはそれぞ
れ失業率 と求人比率を表す。この式を全微分すると
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d(MV)-m・ ・(-1)・uvzdv
が求められる。 これを整理すると
d(MV)/dv-m・・(-1)・景 く・
を得 る。すなわち,マ ッチング関数を固定すると,充足率 と求人比率の間に
は負の相関が存在することになる。
ここで,全 産業平均を基準として,求 人比率 と充足率について4つの象限
に分けて,産業を分類する作業を行 うことにしよう。全産業平均 よりも高い
求人比率と高い充足率を持つグループをグループAと名付け,平 均よりも低
い求人比率 と高い充足率がグループB,平均よりも低い求人比率 と低い充足
率がグループC,平均よりも高い求人比率 と低い充足率がグループD,と名
付けることにする。表4のデータに基づいて,豊橋地区の産業を4つの グルー
プに分けると表1のようになる。
すでに見たように,グ ループBと グループDが,通 常の想定の下で導 き出
されるグループとなる。マッチング技術が同じであれば,求人比率の高い産
業は必然的に充足率が低 くなるし,求人比率の低い産業は必然的に充足率が
高 くなる。 この意味でグループBは単純に求人が少ないグループ,グ ループ
Dは単純に求人が多いグループとなる。求人が少ないグループBには,製造
業を中心 として多 くの産業が含まれることから,経 済全体 として求人が少な
い状況を示 している。求人が多いグループDには,情報通信機械器具製造業,
学術研究,専 門 ・技術サービス業,宿 泊業,飲 食サービス業,生 活関連サー
ビス業,娯 楽業が含まれているが,い ずれも相対的に求人が多いのに求職者
が少ないという産業 となっている。
残るグループAと グループCはマッチング技術が他の産業と異なる状態を
示 していて,グ ループAは旺盛な求人 と高い充足で特徴付けられる。成長が
著しいと見ることもできるし,労働条件が悪 く定着率が低いと見ることもで
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表1求 人 ・充足で見た産業の分類(豊 橋地区,2009(平成21)年度)
(B)低い求人比率,高 い充足率
農林漁業
製造業
飲料 ・たばこ・飼料製造業
繊維工業
木材 ・木製品製造業(家具を除く)
家具 ・装備品製造業
パルプ・紙 ・紙加工品製造業
印刷 ・同関連業
プラスチック製品製造業
ゴム製品製造業
窯業 ・土石製品製造業
鉄鋼業
非鉄金属製造業
金属製品製造業
はん用機械器具製造業
電子部品 ・デバイス・電子回路製造業
電気機械器具製造業
輸送用機械器具製造業
電気 ・ガス・熱供給 ・水道業
情報通信業
卸売業,小 売業
不動産業,物 品賃貸業
複合サービス事業
(C)低い求人比率,低 い充足率
化学工業
生産用機械器具製造業
情報サービス業
金融業,保険業
(A)高い求人比率,高 い充足率
鉱業,採 石業,砂 利採取業
建設業
食料品製造業
その他の製造業
運輸業,郵 便業
医療,福 祉
社会保険 ・社会福祉 ・介護事業
サービス業(他に分類されないもの)
その他の事業サービス業
公務(他に分類されるものを除く)
(D)高い求人比率,低 い充足率
情報通信機械器具製造業
学術研究,専 門 ・技術サービス業
宿泊業,飲 食サービス業
生活関連サービス業,娯 楽業
きるだろう。グループAは良 くも悪 くも活性化された産業 と見ることができ
る。逆に,グループCは貧弱な求人 と低い充足であるから,成長が期待でき
ない と見ることもできるし,労働条件が良いので定着率が高いとみることが
できる。グループCは良 くも悪 くも活性化されていない産業 となる。
グループAに属する産業には,医療,福 祉,社 会保険 ・社会福祉 ・介護事
業などの成長が著 しい産業であるか,あ るいは,鉱業,建 設業,運 輸業など
労働条件が悪 く定着率が低い産業であるか,あ るいはその両方を含む という
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特徴 を持 って いる と考 えられ る。 グループCは 情報 サ ー ビス業,金 融業,保
険業な どが含 まれ,成 長が期待で きない産業 なのか,あ るいは定 着率が高い
産業 なのか とい う解釈 がで きる。産業を分類 しなが らも,相 異な る特徴 を含
み持つ構造 になってい るが,こ れ以上の産 業分類 を行 うには,連 続性 を持つ
長期時系列 データを用 い るか,雇 用動向調査の個 票 データな どを用いて,仕
事 の創出(JobCreation)と仕 事の喪失(JobDestruction)に関す る分析
(Davis,Haltiwanger,andSchuh(1997))が必 要 にな る。
豊川地 区について も同様の分析 を行 うことに しよ う。図8は 豊 川地区につ
いて,先 に定義 した求人比率 と充足率 を産業別 に計算 し,散 布図 として描 い
た ものであ る。本稿 の最後 にあ る表5が,こ の図の元 になったデー タの一覧
を示 してい る。豊 川地区 につ いては,全 産 業で見 た求人 比率 は9.2%,充足
率 は38.9%であ り,こ の産業別の平均値 は図8に お いて+記 号で表 されてい
る。 また,製 造業 の平 均は大 きい ドッ トで示 され て いて,求 人比 率は5.9%,
充足 率は60.5%とな って いる。図7の 豊橋地 区 と比べ ると,全 体的 に散 らば
りが大 き くなって いる。
図8求 人比率および充足率の散布図(豊川地区,2009(平成21)年度)
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資 料:愛 知 労 働 局 「職 業 安 定 年 報 」,総務 省 統 計 局 「平 成21年 経 済 セ ンサ ス
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表2は,豊 川地区の産業について,全産業平均を基準 として求人比率 と充
足率から4っのグループに分類したものである。表1の豊橋地区と比べると,
グループCと グループDの産業が多いことが分かる。グループCを見ること
により,金融業,保 険業,宿 泊業,飲食サービス業などがあまり活性化され
ていない産業 となっていることが確認できる。 グループDを見ると,情報通
信業,情報サービス業,生 活関連サービス業,娯 楽業,医療,福 祉,社 会保
険 ・社会福祉 ・介護事業など比較的新しい産業に関 して求人が多い割に充足
率が低いことが分かる。
表2求 人 ・充足で見た産業の分類(豊 川地区,2009(平成21)年度)
(B)低い求人比率,高 い充足率 (A)高い求人比率,高 い充足率
農林漁業 鉱業,採 石業,砂 利採取業
製造業 食料品製造業
飲料 ・たばこ・飼料製造業 家具・装備品製造業
繊維工業 パルプ・紙 ・紙加工品製造業
木材 ・木製品製造業(家具を除く) プラスチック製品製造業
化学工業 電気機械器具製造業
窯業 ・土石製品製造業 運輸業,郵 便業
非鉄金属製造業 複合サービス事業
電子部品 ・デバイス ・電子回路製造業
情報通信機械器具製造業
輸送用機械器具製造業
その他の製造業
電気 ・ガス・熱供給 ・水道業
卸売業,小 売業
不動産業,物品賃貸業
学術研究,専 門 ・技術サービス業
教育,学 習支援業
(C)低い求人比率,低 い充足率 (D)高い求人比率,低 い充足率
印刷 ・同関連業 建設業
ゴム製品製造業 情報通信業
鉄鋼業 情報サービス業
金属製品製造業 生活関連サービス業,娯 楽業
はん用機械器具製造業 医療,福 祉
生産用機械器具製造業 社会保険 ・社会福祉 ・介護事業
金融業,保 険業 サービス業(他に分類されないもの)
宿泊業,飲 食サービス業 その他の事業サービス業
公務(他に分類されるものを除く)
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最後に,新城地区についても同様の分析を行うことにしよう。図9は新城
地区について,求 人比率 と充足率を産業別に計算 し,散布図として描いたも
のである。本稿の最後に示した表6が,こ の図の元になったデータの一覧を
示している。新城地区については,全産業で見た求人比率は7.7%,充足率
は42.2%であ り,豊橋地区および豊川地区と比べると,求人比率がやや低
く,充足率がやや高 くなっている。 この産業別の平均値は図9において+記
号で表されている。 また,製造業の平均は大きい ドットで示されていて,求
人比率は5.9%,充足率は51.2%となっている。
表3は,新 城地区の産業にっいて,全 産業平均 を基準 として求人比率 と充
足率から4つのグループに分類 した ものである。表1や表2と比べると,グ
ループAとグループCの産業が多 く,活性化 している産業 と活性化 していな
い産業の両極端な2グループに分かれていることが分かる。グループAを見
ると,輸送用機械器具製造業,情 報通信機械器具製造業,学術研究,専 門 ・
技術サービス業,運輸業,郵便業などの産業が活性化していることが分か る。
図9求 人比率および充足率の散布図(新 城北設楽地区,2009(平成21)年度)
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資 料:愛 知 労働 局 「職 業 安 定 年 報 」,総 務 省 統 計 局 「平 成21年 経 済 セ ン サ ス ー 基礎
調 査 」 よ り作 成
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表3求 人 ・充足で見た産業の分類(新 城地区,2009(平成21)年度)
グループCを 見 る と,農 林 漁業,情 報サー ビス業,卸 売業,小 売 業,金 融
業,保 険業,宿 泊業,飲 食サービス業などがあまり活性化されていない産業
となっていることが確認で きる。
まとめ
本稿では,「職業安定年報」 と 「経済センサス」を用いて,東 三河地域の
労働市場の特徴を探った。「職業安定年報」を用いた分析によると,東三河
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地域の 「職住接近」が確かめられ,東 三河地域の住民は地域内で求職 し地域
内で就職する傾向が強いことが分か る。ただ し,最近では管内就職率が低下
傾向にあり,移動費用の低廉化や仕事の多様化 ・専門化の影響で,地元を離
れて就職を決定する傾向が強 くなっていると考えられる。
愛知県内では東三河地域に限り,「職業安定年報」で用いられるハローワー
クの管轄地域 と 「経済センサス」で用いられる県内地域ブロックの区分けが
ちょうど一致 している。 この特性を活用 して,「職業安定年報」 と 「経済セ
ンサス」のデータを組み合わせることにより,東三河地域の労働市場におけ
る求人 と求職のマッチングの状況についても分析を行った。地区ごとに,求
人 ・充足の状況から産業を分類 し,地区の労働市場の特徴 について検討を
行った。
注
本稿は,愛 知大学個人研究助成(個 人研究A)「世代別労働市場 とその地域間
比較に関する分析」(助成番号C-164)の研究成果の一部である。 また,愛 知大
学中部地方産業研究所編 「東三河の経済 と社会 第7輯」(2012年発行予定)に
所収 される論文 「東三河の労働市場」の一一部について,分 析内容を詳細に報告す
るものである。
(1)「新規学卒者及びパー トタイムを除く」データあるいは 「新規学卒者を除きパー
トタイムを含む」データを分析によって使い分けるので,比 較の際には注意を要
する。
(2)就職管内決定率を計算するにあたり,平成12年度から15年度にかけて愛知労
働局発行の 「職業安定年報」掲載の統計表に誤りがあることが判明 した。誤 りを
指摘した結果,愛 知労働局は誤 りを認めて正確な値を改めて発表 した(愛 知労働
局のホームページでも掲載された)。本稿では,訂 正後の値 を用いて計算がなさ
れている。
(3)「事業所 ・企業統計調査」(2006(平成18年)まで実施)と 「経済センサス」(2009
(平成21)年か ら実施)に ついて,調 査対象は同じであるが,調 査手法に異なる
点がある。 よって,両 統計における事業所数や従業者数のデータは接続せず,時
系列比較を行うことはできない。
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(4)ハローワーク豊橋の管轄地域は 「経済センサス」における豊橋田原地区と一致
している。同様に,ハローワーク豊川の管轄地域は 「経済センサス」の宝飯地区,
ハローワーク新城の管轄地域は 「経済センサス」の新城 ・北設楽地区と一致 して
いる。
(5)充足された求人のすべてが新規求人によるものではな く,すでに存在 していた
有効求人によるものも含むので,「新規求人に対する充足率」ではない。理論的
にも100%を超えることが考えられるが,「職業安定年報」でも使用 されている
定義なので,そ のまま利用することにする。
参考文献
Davis,Steven,JohnHaltiwangar,ScottSchuh(1997)JobCreationandJob
Destruction,Cambridge,Massachusetts:MITPress.
Pissarides,Christopher(2000)EquilibriumUnemploymentTheory,Second
Edition,Cambridge,Massachusetts:MITPress.
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表4産 業別に見た求人比率および充足率(豊橋地区,2009(平成21)年度)
ハロー ワー ク魁橋 経 済センサス 豊橋 ・渥美地区
産 業 新規求人数
(A)
充足 数
(B)
充足率
(B)/(A)事業所数
従業者数
(C)
従業者
構成比
IC)/2(C)
求人比率
(A)ノ(C)
分
麟
A～B農 林漁業 171 且09 63.7 224 2,252 1.且 7.6 B
C鉱 業,採 石業,砂 利採取 業 21 17 81.0 6 109 o.i 19.3A
D建 設業 1528 568 37.2 2,044 15,328 7.3 且0.0 A
E製 造業 2720 1235 45.4 2,025 99,447 23.5 5.5 B
09食料品製造業 68'L 330 48.4 241 5,611 2.7 且2.2 A
10飲 料 ・たばこ ・飼料製造 業 2 2 100.0 31 301 0.1 0.7 B
n繊 維」:業 IU9 55 50.5 16U 1.715 0.8 6.4 B
12木 材・木製品製造業(家具を除く) 81 32 39.5 101 1,032 0.5 7.8 B
13家 其 ・装備品嬰造 業 59 29 49.2 125 1,769 o.g 3.3 B
14パ ルプ ・紙 ・紙加工品製造 業 io2 45 44.1 53 1,291 o.s 8.2 B
且5印 刷 ・1司関連 業 72 39 54.2 125 1,194 o.s 6.0 B
16化 学i二業 39 10 25.6 24 1,258 o.s 3.1 C
18プ ラスチ ック製品製造業 144 88 61.1 98 3,012 1.4 4.8 B
19ゴム製品製造業 1 1 100,0 19 L767 U.8 0.且 B
21窯 業 ・ヒ石製晶製造業 41 30 73.2 59 1.087 0.5 3.8 B
22鉄鋼業 88 44 50.0 32 1,454 0.7 6.1 B
23非鉄金属製造業 14 5 35.7 20 616 0.3 2.3 B
24金属製品製造業 196 73 37.2 216 2,488 i.z 7.9 B
25はん用機械器具製造乗 73 27 37.0 104 1,532 0.7 9.8 B
26坐産用機械器具製造業 71 17 23.9 :. 2.!68 i.o 3.3 C
28電 子部品・デバイス。奄 ヂ回路製造業 4 2 50.0 19 361 oz 1.1 B
29電気機械器具製造叢 133 71 53.4 84 2,446 1.2 5.4 B
30情報通信機械器具製造業 29 1 3.4 10 115 o.i 25.2 n
3且輸送用機械題具製造業 623 259 41.6 135 16,792 8.0 3.7 B
32その他の製造業 157 75 97.8 142 876 0.4 17.9A
F電 気 ・ガス・熱供給 ・水道 業 8 3 37.5 28 1,027 0.5 o.s B
G情 報通信業 107 39 36.4 161 1,459 0.7 7.3 B
39情 報 サー ビス業 65 19 29.2 75 871 0.4 7.5 C
H運 輸業,郵便業 1027 410 39.9 447 10,689 5.1 9.6 A
1卸 売 業,小 売 業 1975 736 37.3 5,439 43,797 1: 4.5 B
J金 融業,保険業 242 23 9.5 334 4,482 2.1 5.4 C
K不 動産業,物品賃貸業 209 72 35.3 990 3.404 1.6 6.0 B
L学 術研究。専門・技術サービス業 755 233 30.9 790 4,709 2.2 16.0 D
M宿 泊業,飲 食サービス業 2886 :. 13.4 2.499 ::.. 9.0 15.3 n
N生 活関連サービス業,娯楽業 1486 168 11.3 1,794 9.377 4.5 15.8 D
0教 育,学習支援業 zss 69 25.7 ass 9,403 4.5 2.9 C
P医 療,福 祉 3108 .; 31.8 1,054 18.148 8.6 17.1 A
85社 会保険 ・社会福祉・介護事業 1083 977 44.0 315 7,276 3.5 14.9 A
Q檀 合サー ビス事業 50 46 92.0 139 1,681 o.s 3.0 B
Rサ ービス業(他に分類されないもの) 1843 630 39.2 且,209 12,758 6.1 14.4A
92そ の他 の事業サービス業 1322 465 35.2 230 5,147 2.4 25.7 A
S公 務(他に分類されるものを除 く) 423 226 53.4 94 3.562 1.7 1L9 A
A～S全 産業 18823 5957 3t.620,043210.531100.0 8.9
資料:愛知労働局 「職業安定年報」,総務省統計局 「{j成21年縦済セ ンサスー基礎調査」より作成
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表5産 業別に見た求人比率および充足率(豊 川地区、2009(平成21)年度)
ハローワー ク豊川 経済センサス 宝飯地区
産 業 新硯求人数
(A)
充足数
(B)
充足率
(B)/(A)
事業所数 従 業者数
(C)
従 業者
構成比
{C)1Σ(C)
求人比率
(A)/(C)
分類
A～B農 林漁業 53 27 50.9 64 694 0.6 7.6 B
C鉱 業,採 石業,砂 利採取 業 5 3 60.0 4 17 0.0 29.4 A
D建 設業 1023 317 31.0 1,168 7,078 5.8 14.5 D
E製 造業 2203 1332 60.5 1,999 37,216 30.6 5.9 B
09食料品製造業 549 424 772 izo 2,737 2.3 20.1 A
10飲 料 ・たば こ ・飼料 製造 業 1 1 100.0 10 246 0.2 U.4 B
11繊 維1:業 241 126 52.3 464 3,400 2.8 7.1 B
12木 材・木製品製造業(家具を除く) 14 11 :. 4] 518 0.4 2.7 B
13家 具 ・装備品製造 業 51 26 51.0 79 315 0.3 16.2A
14パ ルプ ・紙 ・紙加 工品製造業 71 38 53.5 26 322 0.3 22.0 A
15印 刷 ・同関連 業 13 4 30.8 99 256 0.2 5.1 C
16化 学i:業 is 10 62.5 13 .., 0.4 3.2 B
ISプ ラスチ ック製品製造 業 243 183 75.3 izs 2,060 1.7 11.8A
19ゴ ム製品製造 業 0 0 10 79 0.1 o.o C
21窯 業 ・土石製品製造 業 12 s 50.0 35 690 o.s L7 B
22鉄鋼業 io 3 30.0 且6 356 0.3 2.8 C
23非鉄金属製造業 20 16 :11 12 612 0.5 3.3 B
24金属製贔製造業 180 69 38.3 185 2,43? 2.0 7.9 C
25はん用機械器具製造業 35 13 37.1 120 1,213 LO 2.9 C
26生産用機械器具製造業 57 15 26.3 ≫s 3.100 2.6 1.8 C
28電 子部品・デバイス・電f回路製造業 17 13 76.5 17 475 0.9 3.6 B
29電気機械器具製造業 132 ins 90.2 57 1,L32 1.0 10.7 A
30情報通信機械器具製造業 11 11 100.0 7 335 0.3 3.3 B
31輸送用機械器具製造業 935 192 44.1 220 10,556 8.7 9.1 B
32その他の製造業 95 52 59.7 81 1,214 LO 7.8 B
F電 気・ガス・熱供 給 ・水道 業 4 2 50.0 12 226 0.2 1.8 B
G情 報通信業 58 17 29.3 51 317 0.3 18.3 D
39情 報サービス業 10 2 20.0 21 107 o.i 9.3 D
H運 輸業,郵便業 ]189 471 39.6 272 5,680 4.7 20.9 A
1卸 売業,小 売 業 1187 466 39.3 3,125 21,359 17.6 5.6 B
』 金融業,保 険 業 46 9 19.6 iii 2,009 1.7 2.3 C
K不 動産業,物品賃貸業 46 26 56.5 501 1,6]5 1.3 z.s B
L学 術研究,専門・技術サービス業 108 57 52.8 :・ 1,776 1.5 6.1 B
M宿 泊業,飲 食 サー ビス業 701 231 33.0 1,414 12,397 10.2 5.7 C
N生 活関連サ ービス 業,娯楽 業 sz2 170 20.7 1,079 5,553 4.6 14.8 D
0教 育,学習支援業 116 66 56.9 521 4,875 4.0 2.4 B
P医 療,福 祉 1741 fill 35.1 725 11,153 9.2 15.6 D
85社 会保険・社会福祉 ・介護 事業 733 276 37.7 258 5,292 4.4 13.9 D
Q複 合サービス事業 121 65 53.7 68 :.. 0,7 19.0A
Rサ ービス業(他に分類 されないもの) 1472 375 25.5 606 5.153 4.2 :. D
92そ の他の事業サ ー ビス業 701 230 32.8 102 1836 1.5 38.2 D
S公 務(他に分頬されるものを除く) 311 117 37.6 54 3,543 2.9 8.8 C
A～S全 産業 11206 4362 38.912,173121,527ioo.o 9.2
資料 愛知労働局 「職業安定年報」,総務省統計局 「平成21年経済センサスー基礎調査」よ り作成
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表6産 業別に見た求人比率および充足率(新城地区,2009(平成21)年度)
ハローワー ク新城 経済センサス 新城・北設楽地区
産 業 新境求人数
(A)
充足数
(B)
充足率
(B)/(A)事業所数
従業者数
(C)
従 業者
構 成比
(C)/2.(C)
求人比率
(A)/(C)
分類
A～B農 林漁業 so 13 21.7 68 919 3.3 6.5 C
C鉱 業,採did",砂利採取業 13 10 76.9 8 113 0.9 11.5A
D建 設業 :. 125 32.4 432 2,325 8.3 16.6D
E製 造業 484 .; 51.2 366 8,244 29.5 5.9 B
09食料品製造業 io 9 90.0 31 292 LO 3.4 B
10飲 料 ・たば こ ・飼料製造業 z 3 150.0 11 101 0.4 2.0 B
Il繊 維工業 U U 12 173 o.s o.o C
12木 材・木製品製造業(家具を除く) 19 14 100.0 50 350 1.3 4.0 B
13家 具 ・装備品製造業 2 1 50.0 22 104 0.4 1.9 B
14パ ルプ ・紙 ・紙加1:品製造業 3 4 133.3 9 56 o.z 5.4 B
15印 刷 ・同関連業 u 3 27.3 10 91 o.i 2fi.8D
16化 学 工業 2 且 50.0 2 51 o.z 3.9 B
18プ ラスチック製品製造業 30 10 33.3 18 6()0 2.1 5.0 C
19ゴ ム製品製造業 且30 48 36.9 S 1,475 5.3 8.8 D
21窯 業 ・L石製品製造業 27 12 /1/ 21 307 1.1 8.8 A
22鉄鋼業 7 2 :. 6 197 0.7 3.6 C
23非鉄金属製造業 8 7 87.5 9 185 0.7 4.3 B
24金属製品製造業 20 6 30.0 22 363 1.3 5.5 C
25はん用機械器具製造業 15 1 6.7 17 189 0.7 7.9 D
26生産用機械器具製造業 5 2 X11 31 1,301 4.6 0.4 C
28電 子部品・デバイス・電子回路製造業 43 18 41.9 5 114 0.4 37.7 D
29電気機械器具製造業 36 26 72.2 31 1,048 3.7 3.4 B
30情報通信機械器具製造業 4 L 50.0 1 37 o.i 10.8 A
31輸送用機械器具製造業 79 60 75.9 32 ass 2.7 10.3 A
32その他の製造業 36 19 52.8 17 288 1.0 12.5 A
F電 気・ガス・熱供 給・水道 業 0 0 13 ]ll 0.4 o.o C
G情 報通信業 14 n o.o s 67 o.z 20.9 D
39情 報サービス業 2 0 0.0 0 0 C
H運 輸業,郵便業 149 79 53.0 74 goo 3.2 16.6 A
1卸 売業,小 売業 170 56 32.9 779 3,784 13.5 4.5 C
j金 融業,保 険業 0 0 35 277 1.0 o.o C
K不 動産業,物品賃貸業 0 0 89 272 1.0 o.o C
L学 術研究,専門・技術サービス業 73 39 46,6 96 748 2.7 9.8 A
M宿 泊業,飲 食サー ビス業 126 43 34.1 336 1,991 7.i 6.3 C
N生 活関連サービス業,娯楽業 ss 33 48.5 312 1,378 9.9 4.9 B
0教 育,学習支援業 4 9 100,0 171 1,379 4.9 0.3 B
P医 療,福 祉 404 138 39.2 227 a,sis 10.1 14.3 D
85社 会保険・社会福祉・介護事業 223 73 32.7 103 1,518 5.4 14.7 D
Q複 合サービス事業 52 25 48.且 47 421 1.5 12.4 A
Rサ ービス業(他に分類されないもの) 74 43 58.且 且96 1,169 4.2 6.3 B
92そ の他の事業サービス業 53 33 62.3 28 470 1.7 11.3 A
S公 務(他に分類されるものを除 く) 84 62 73.8 77 1074 3.8 7。8 A
A～S全 産業 2161 913 42.2 3.332 27,988100.0 7.7
資料 愛知労働局 「職業安定年報」,総務省統計局 「平成21年経済センサスー基礎調査」より作成
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